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戦略的な国際航空ネットワークの形成・１

関空の国際線便数・ネットワーク（2010年冬期スケジュール）

○国際線冬期スケジュール就航便数の推移 ○国際線就航状況＜2010年冬期スケジュール＞

ヨーロッパ 週42便
（うち 貨物便 便）

アジア 週535.5便（102.5便）

うち 中国 週 便 便（うち、貨物便7便） うち、中国 週262便（74便）

北米 週42.5便
（28.5便）

旅客便数

中東･ｱﾌﾘｶ
週20便

ハワイ 週14便
グアム 週35便
サイパン 週7便

オセアニア 週15便

貨物便数(+25.5便)
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戦略的な国際航空ネットワークの形成・２

2010年夏期スケジュール以降の国際貨物便の新規就航・増便 2011年1月27日現在

方面 路線 航空会社 内容 開始時期

－ － フェデラルエクスプレス
＋週7便
（36→39→42→43便）

’10/ 6月,9月,10月

欧米

フランクフルト ルフトハンザカーゴ ＋週3便（2→ 3→4→5便） ’10/ 3月,9月,11月
ロサンゼルス チャイナエアライン ＋週2便（1.5→ 2.5→3.5便） ’10/ 3月,9月

ロサンゼルス エバー航空
＋週2.5便（新規 1→1.5→2

2 5便）

’10/ 5月,6月, 7月,
9月

サンゼル 航空
→2.5便） 9月

ミラノ カーゴルックスイタリア ＋週2便（新規→2便） ’10/ 7月,11月
ソウル アシアナ航空 ＋週1便（2→3便） ’10/ 11月
台 北 チャイナエアライン ＋週2便（2.5→3.5→4.5便） ’10/ 3月,9月

貨物便
アジア

台 北 チャイナ アライン ＋週2便（2.5  3.5 4.5便） 10/ 3月,9月

台 北 エバー航空
＋週2.5便（新規 1→ 1.5→2
→2.5便）

’10/ 5月,6月, 7月,
9月

マカオ マカオ航空 ＋週3便（新規2→3便） ’10/ 5月,9月

中国

香港 全日本空輸 ＋週2.5便（新規） ’10/ 3月
天津/大連 全日本空輸 ＋週0.5便（4.5→5.0便） ’10/ 3月

青島 全日本空輸 ＋週1.5便（2.0→ 2.5→3.5便） ’10/ 3月, 10月
海 中 貨運航空 週 便（ 便）中国 上海 中国貨運航空 ＋週1便（6→7便） ’10/ 11月

香港 キャセイパシフィック航空 ＋週1便（3→4便） ’10/ 7月
香港 香港航空 ＋週2便（新規※12/10～運休） ’10/ 12月
天津 全日本空輸 ＋週1便（0→1便） ’10/ 10月天津 全日本空輸 ＋週1便（0→1便） 10/ 10月

計 ＋週34.5便
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戦略的な国際航空ネットワークの形成・３

関空の貨物便就航路線ニーズ調査を実施（平成22年度）

3※調査結果については、別添資料をご参照下さい。



関空後背地発着の国際航空貨物動向調査

関西発（着）の貨物の一定量がトラックにより国内他空港へ（から）
横持ちされている。

関空における欧米向けを中心とするネットワーク不足等を

背景に、関西を中心とする関空後背地を発着する国際航空

●●背景・目的背景・目的

・環境負荷大

・ﾘｰﾄﾞﾀｲﾑ長

貨物の相当量が成田空港をはじめとした国内他空港を経由

している現状があることから、それら動態を明らかにし、関

空へのエアライン誘致による就航ネットワーク拡充をはじめ

とした機能強化、利便性向上への取組の一助とする。 長

関 空

ネットワーク充実による利便性向上を図り、

「関西の貨物は関空から（へ）」を実現！！

●●調査概要調査概要

調査実施機関： 近畿運輸局

査 容 ダ

●●目指すべき姿目指すべき姿

「関西の貨物は関空から（へ）」を実現！！調査内容： 航空フォワーダーを対象とし、以下の調査を
実施。

海外仕向（仕出）空港別に、

・取扱総量

路線別に需要（貨物量）と供給（就航状況）の

・取扱総量

・国内積載（取卸）空港別取扱量 等

バランス実態を明らかにし、新たなエアライン
誘致への端緒とする。

関 空 ・環境負荷小

・円滑な物流の実現
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関空の２４時間物流の促進

関空の深夜早朝便（23:00～翌6:00）の推移

週40.5便 週60.5便 週57便

2007年8月の2期開港以降、深夜早朝貨物便は概ね高い割合（約３割）を維持。

週51.5便 週47.5便

50

60

週38便

週51便 週50便 週45.5便

週42便

週40.5便 週60.5便 週57便

2007.8
２期供用完全
２４時間化

週51.5便 週47.5便

20

30

40
週38便

週9 5便 週7便 週6便 週 便

0

10

20

国際線 国内線 国際線 国内線 国際線 国内線 国際線 国内線 国際線 国内線

週2 .5便

週9 .5便 週7便 週6便 週5 .5便

国際線 国内線 国際線 国内線 国際線 国内線 国際線 国内線 国際線 国内線

2006冬期 2007冬期 2008冬期 2009冬期 2010冬期

深夜 早朝 昼間など国際貨物便 国内貨物便
深夜・早朝

２８％
（４２便）

昼間など
７２％

（１０６便）

深夜・早朝
５０％

（５．５便）

昼間など
５０％

（５．５便）

国際貨物便
（2010年冬期）

国内貨物便
（2010年下期）
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民間のアイデア・創意工夫による航空物流のニュービジネスモデルの促進
平成22年度『関空物流ニュービジネスモデル』5社5事業を認定

関西空港を活用した国際物流の活性化を目的として、民間企業による積極的な取組を支援する制度を「関西国際空港全
体構想促進協議会」との連携事業として平成22年度においても引き続き実施し、5社5事業を認定した。

事業者 事業名称 事業内容

1

アクロスジャパン㈱ 中国向け「加工食品」輸出事業 中国向けに、関西産地の「加工食品」の輸出・販売を拡大するために、関空を利用した物流システムを開発し、輸出関連手続き・現

地販売の側面支援を行う。

ANAロジスティクサービス㈱ 中国向け鮮魚輸出モデルの開発事業 近隣漁港で水揚げされた鮮魚を関西空港～中国へ高速輸送するモデルルートを開発し、鮮度・安全性をセールスポイントとした「関

2
空ブランド商品」として上海を中心に流通網を開拓する。

関空運輸㈱ アジア向け「農産物」輸出事業 現在アジアでは、日本の農産物は非常に高い評価を受けており、日本産農産物へのニーズは非常に高い。関空を拠点として日本

の農産物を産地直送でアジア各国へ安定的に輸出供給し 関空の活性化は図るとともに需要の掘り起こしを行う 将来に不安を抱

3

の農産物を産地直送でアジア各国へ安定的に輸出供給し、関空の活性化は図るとともに需要の掘り起こしを行う。将来に不安を抱

える農家に新しい需要を創り出し、安定して農業に取り組める環境を目指す。

4

㈱南海エクスプレス リードタイム短縮型新商品の開発事業 これまでのエクスプレス貨物については、空港内持ち込み時間は、航空機出発の３時間前が通常であったが、更なる緊急貨物に対

応するため、日本の空港では初めて、出発の20分前まで貨物を受託できるシステムを開発し、関空が緊急輸送にも対応できる空

港であることをアピールする。

5

ワコン㈱ 食料品輸出梱包の開発事業 関空から関西の「食」の輸出を実現するため、梱包は非常に重要な要素となる。そこで、汎用性の高い低コスト梱包資材を開発、保

冷剤の選定基準を策定する。また同時に、関空島内で、小口梱包サービスを低コストで提供することを目指す。

（2010.11.26 国際物流戦略チームﾘﾘｰｽ）
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１． 「クールチェーン」医薬品輸送の最適モデルの確立

日本空港内初、医薬品専用共同定温庫を設置（2010年9月30日オープン）
荷主からの反響もよく、利用状況も順調。荷主からの反響もよく、利用状況も順調。

・20℃定温庫（650㎡）・5℃低温庫（100㎡）

・コンテナ充電設備（倉庫内15箇所・倉庫外5箇所）
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設 （ 外 ）

・航空機への直接搭降載可能



（参考）関空の国際貨物動向

重量（トン） 金額（億
重量 金額

２００９年実績（確定）
貿易額：（輸出）約３．６兆円 （輸入）約２．３兆円 （合計）約５．９兆円
貨物量：（輸出）約２６ ２万ｔ （輸入）約２８ ４万ｔ （合計）約５４ ６万ｔ

２００９年実績（確定）
貿易額：（輸出）約３．６兆円 （輸入）約２．３兆円 （合計）約５．９兆円
貨物量：（輸出）約２６．２万ｔ （輸入）約２８．４万ｔ （合計）約５４．６万ｔ
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関西国際空港について

交 省成 戦略会議報告 概国土交通省成長戦略会議報告の概要

関西国際空港のあり方については、伊丹空港を含めた抜本的解決策を成長戦略会議

において議論されてきたが、５月１７日の最終報告において、関空を首都圏空港と並ぶ国において議論されてきたが、５月１７日の最終報告において、関空を首都圏空港と並ぶ国

際拠点空港として再生するため、伊丹空港を活用しつつ抜本的なバランスシートの改善

による積極的強化を図ることがとりまとめられた。

○成長戦略会議航空分野報告（（平成22年5月17日）抜粋）

戦略１～３（略）

戦略 バラン シ ト改善による関空の積極的強化戦略４：バランスシート改善による関空の積極的強化

関空について、抜本的にバランスシートを改善し、事業運営の徹底的な効率化を実現することで、

貨物ハブ化、LCC の拠点化に向けた前向きな投資の実行、競争力･収益力の強化を可能ならしめ、

首都圏空港と並ぶ国際拠点空港として再生する。

具体的には、関空の事業価値に加え、伊丹（大阪国際空港）の事業価値や不動産価値も含めて

フル活用することとし、持株会社の設立といった方式により両空港の経営統合を先行させつつ、両港

空港の事業運営権を一体で民間にアウトソースする手法を基本に、価値最大化に向けた民間の

経営提案を募集･検討していく。

戦略５ ６（略）戦略５～６（略）
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関空のバランスシート改善による積極的強化について

関西国際空港の我が国の国際拠点空港としての機能を再生・強化することに
より我が国の国際競争力の強化及び関西地域の経済活性化を図るため、新
たな統合事業運営会社を設立するとともに コンセッションを実施。たな統合事業運営会社を設立するとともに、コンセッションを実施。

経営統合の趣旨

１．国土交通省成長戦略の方針を着実に実現する。

○関空を首都圏空港と並ぶ国際拠点空港として再生。
○１．３兆円を超える債務を返済し、健全なバランスシートを構築する。

○両空港の事業運営権を一体で民間にアウトソース（いわゆるコンセッション契約）する手法を基本に具体的方策を検討、
実現させる。

○オープンスカイ政策の推進により 世界から関空への路線開設を促進する 特に アジア・ASEAN諸国とのネットワークを

２．経営統合による収益改善に加え、コンセッションを実現させ、併せて国として以下のような取組みも行うこ
とにより、関空が首都圏と並ぶ国際拠点空港として、関西のみならず日本経済にとって不可欠な人的・物的
交流の拠点として機能するよう努めていく。

○オープンスカイ政策の推進により、世界から関空への路線開設を促進する。特に、アジア・ASEAN諸国とのネットワークを
充実させる。

○国際拠点空港として、完全２４時間空港で深刻な騒音問題がないという関空の強みを活かせるＬＣＣの就航促進、貨物ハ
ブ等を実現する。

○国内資本中心による国内線・国際線就航ＬＣＣ会社について関空を拠点として育成することにより、関空からの国内線就航
ネ ト ク 拡充を図り 内際 ブとし 発展させる

10

ネットワークの拡充を図り、内際ハブとして発展させる。
○訪日外国人３０００万人の達成に向けて関空利用促進プロモーションの強化等を実現する。



関空のバランスシート改善による積極的強化について

関西国際空港・大阪国際空港の経営統合案（イメ ジ）関西国際空港・大阪国際空港の経営統合案（イメージ）

統合事業運営会社現状

【統合後の資産】
・伊丹土地、滑走路等
・関空滑走路、ターミナル等

国
自治体・
企業等

伊丹空港事業伊丹着陸料等
伊丹ターミナル土地賃料

国１００％出資となり 株

（設立の目的・責務）
・関空の国際拠点空港としての
再生・強化。

・国際競争力の強化及び関西地関空会社

67％ 33％

関空着陸料等
関空ターミナル事業収入

国１００％出資となり、株
主が単一となることで、
より有利で円滑なコン
セッションの実施が可能

域の経済の活性化。
・関空会社の債務の確実な返済。
・コンセッションを円滑に実施する
ための経営基盤の強化。

・関係地方公共団体等関係者と

経営統合後

国 関係地方公共団体等関係者と
の連携・協力等

土地保有会社

国

統合事業運営会社
コンセッション実施に向け

自治体・
企業等

100％

関空・伊丹 着陸料等

【統合後の資産】
・関空の土地

関空土地保有会社
関空の土地を保有・貸付

コンセッション実施に向け、
関空・伊丹事業を一体的
に経営

関空土地賃料

関空ターミナル事業収入
伊丹ターミナル土地賃料

67％ 33％

出資関係

収入の流れ
国土交通省における今後の予定

11

統合後、運営権
売却

国土交通省における今後の予定
・平成23年春 統合法案を通常国会に提出
・平成24年度 のなるべく早い時期 経営統合


